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２０１６年 ３月期決算  参考資料

この資料に記載されている業績等の計画数値については、当社およびグループ会社の事業に関連する業界

の動向等についての見通しを含む、国内および諸外国の経済状況その他業績に与える要因について、現時

点で入手可能な情報を基にした予想を前提としています。

したがって将来の業績は、経営環境等の変化に伴い、この資料に記載されている計画値とは異なる場合が

ありますことをご承知おきください。



Ⅰ．決算実績と見込み　  （ 連結 ）

　売　上　高 198,884 3.3 200,282 0.7 － －

( 構成比 ）

　売上総利益 15,286 28.5 21,739 42.2 － －

( 構成比 ）

　販売費および 9,589 △ 1.1 9,949 3.8 － －

  一般管理費 ( 構成比 ）

　営業利益 5,696 158.7 11,789 107.0 － －

( 構成比 ）

　営業外収益 501 17.2 371 △ 25.9 － －

　営業外費用 889 8.5 1,554 74.8 － －

　経常利益 5,308 193.2 10,606 99.8 － －

( 構成比 ）

　特別利益 1,111 34.6 46 △ 95.8 － －

　特別損失 905 124.8 1,920 112.0 － －

　税金等調整前当期純利益 5,513 147.0 8,732 58.4 － －

　法人税等 1,883 △ 28.2 4,020 113.5 － －

　法人税等調整額 1,475 ＿ △ 1,414 ＿ － －

　少数株主利益 74 136.1 88 19.0 － －

　当期純利益 2,080 153.8 6,038 190.2 － －

( 構成比 ）

※端数処理により、各項目の数値と合計欄は必ずしも一致していません。

※前期・当期の一方若しくは両方がマイナスの場合、または増減率1,000％超は"－"と表示しています。

－

２０１７年３月期

－

－

－

100.0％ －

－

（ 単位 ： 百万円、％ ）

通期見通し 前期比増減率

3.0％

10.9％

5.0％

5.9％

5.3％

通期実績 前期比増減率

2.9％

100.0％

1.0％

2.7％

4.8％

２０１６年３月期

7.7％

２０１５年３月期

通期実績 前期比増減率
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Ⅱ．連結子会社（１１社）の概況
（ 単位 ： 百万円、人 ）

総  資  産

純  資  産

親会社直接出資比率 従業員数

建設事業 売 上 高 9,370 14,328 － 6,296
保険代理業、物品販売・取次ぎ、
リース業

経常利益 9 22 － 662

100.0% 当期純利益 2 12 － 14

売 上 高 3,363 3,124 － 2,074
一般海運業、船舶売買仲介、建設
工事請負

経常利益 110 142 － 1,128

100.0% 当期純利益 68 91 － 15

売 上 高 17,408 15,674 － 10,444 建設業

経常利益 75 187 － 3,517

34.0% 当期純利益 32 105 － 227

不 動 産 売 上 高 146 160 － 1,605 不動産売買、不動産賃貸借

事 業 経常利益 34 22 － 288

100.0% 当期純利益 19 9 － 6

売 上 高 342 341 － 4,175 不動産売買、不動産賃貸借

経常利益 126 132 － 1,942

100.0% 当期純利益 79 86 － 4

その他の 売 上 高 2,662 2,236 － 1,864 船舶建造・修理、工事用機械製造

事 業 経常利益 127 20 － 813

100.0% 当期純利益 78 9 － 48

売 上 高 2,022 1,141 － 2,228
鋼構造物・機械類の製造・修理・販
売

経常利益 17 5 － 1,950

100.0% 当期純利益 15 4 － 35

売 上 高 1,086 1,168 － 734
ビル総合管理、警備、建設業、事務
代行業

経常利益 47 52 － 418

100.0% 当期純利益 28 32 － 34

PFI 事 業 売 上 高 1,017 1,043 － 3,362
札幌市の山口斎場の整備運営を行
うＳＰＣ

経常利益 213 221 － 871

45.7% 当期純利益 134 150 － 7

売 上 高 109 103 － 2,090
国の盛岡第2合同庁舎の整備運営
を行うＳＰＣ

経常利益 21 21 － 104

76.8% 当期純利益 21 14 － 0

売 上 高 127 146 － 238
愛知県一宮市の一宮斎場の整備
運営を行うＳＰＣ

経常利益 18 22 － 85

66.7% 当期純利益 13 15 － 0

※総資産、純資産、従業員数は、２０１６年３月末現在

ＰＦＩ斎場運営(株)
2014年3月期より連結対象会社。
維持管理・運営業務10年目(20年間)

盛岡第２合同庁舎整備運営(株)
2014年3月期より連結対象会社。
維持管理・運営業務5年目(12年間）

ＰＦＩ一宮斎場(株)
2014年3月期より連結対象会社。
維持管理・運営業務5年目（15年間）

東亜ビルテック（株）
ビル管理部門の売上はほぼ横這いだ
が、リニューアル部門及び業務代行部
門の売上が増加。全体として増収増
益。

東亜鉄工（株）
船舶修理・造船部門の売上が大幅減。
鉄工部門の売上は微増となったが、全
体では減収減益。

東亜機械工業（株）
造船船舶部門の売上が大幅減。鉄工・
機械部門は増収となったが、全体として
減収減益。

鶴見臨港鉄道（株）
不動産賃貸収入は前年度と同レベル。
大規模修繕が一段落し、増益。

信幸建設（株）
震災関連工事が一段落し受注・完工高
とも減少したが、工事利益率の改善によ
り全体として減収増益。

東亜地所（株）
不動産賃貸並びに不動産仲介の売上
が増加し、増収増益。

東亜海運産業（株）
内航運送業は震災復興資材の減少で
減収減益となったが、業務受託部門が
増収増益。全体として減収増益。

通期見通し

（株）東亜エージェンシー
主に建設資材を扱う商事部門の売上げ
増により、増収増益。

（２０１６年３月期）
業　績　概　況

事 業 の
種 類 別
セグメント

会  社  名

２０１６年３月末 主 要 事 業

通期実績 通期実績

２０１５年３月期 ２０１６年３月期 ２０１７年３月期
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Ⅲ．決算実績と見込み　  （ 単体 ）

　売　上　高　＊ 186,785 2.6 193,257 3.5 － －

( 構成比 ）

　売上総利益　＊ 13,445 31.2 19,838 47.5 － －

( 構成比 ）

　販売費および 8,592 △ 1.9 8,907 3.7 － －

  一般管理費 ( 構成比 ）

　営業利益 4,852 225.9 10,931 125.2 － －

( 構成比 ）

　営業外収益 478 11.0 360 △ 24.8 － －

　営業外費用 784 14.7 1,458 85.9 － －

　経常利益 4,547 267.6 9,832 116.2 － －

( 構成比 ）

　特別利益 1,059 29.9 41 △ 96.0 － －

　特別損失 868 276.0 1,870 115.2 － －

　税金等調整前当期純利益 4,738 160.1 8,004 68.9 － －

　法人税等 1,576 △ 34.0 3,724 136.2 － －

　法人税等調整額 1,509 ＿ △ 1,194 ＿ － －

　当期純利益 1,651 164.7 5,475 231.5 － －

( 構成比 ）

※注：端数処理により、各項目の数値と合計欄は必ずしも一致していません。

※前期・当期の一方若しくは両方がマイナスの場合、または増減率1,000％超は"－"と表示しています。

＊売上高のセグメント別内訳は、ｐ６の『５.売上高（単体）』をご参照願います。

＊損益のセグメント別内訳は、ｐ４の『１.売上損益（単体）』をご参照願います。

－

－

0.9％

－

－

－

－

通期見通し 前期比増減率

２０１５年３月期 ２０１６年３月期

（ 単位 ： 百万円、％ ）

２０１７年３月期

前期比増減率

100.0％

2.4％

通期実績

4.6％

7.2％

2.8％

10.3％

4.6％

5.7％

5.1％

2.6％

通期実績 前期比増減率

100.0％

- 3 -



Ⅳ．主要数値の実績と見込み

１．売上損益  　（ 単体 ）

7.2％ 1.6 10.3％ 3.1 － －

7.4％ 1.8 10.1％ 2.7 － －

11.8％ 4.3 15.8％ 4.0 － －

△ 32.8％ △ 37.7 24.5％ 57.3 － －

＊工事損益（全体）は、原価差額等を調整した後の数値です。

＊工事損益の工種別内訳は、下記 『２.工種別の完成工事総利益率（単体）』 をご参照願います。

２．工種別の完成工事総利益率  　（ 単体 ）

7.4％ 1.8 10.1％ 2.7 － －

15.1％ 3.1 13.0％ △ 2.1 － －

4.3％ 3.4 7.2％ 2.9 － －

△ 3.3％ △ 10.9 11.5％ 14.7 － －

※注：海外は、土木・建築ともに含んだ数値です。

３．繰越工事  　（ 単体 ）
（ 単位 ： 百万円、％ ）

国内官公庁 65,052 29.3 77,740 19.5

国 内 民 間 14,526 19.7 18,564 27.8

海　     　外 73,709 111.9 44,904 △ 39.1

（ 計 ） 153,288 57.7 141,209 △ 7.9

国内官公庁 6,667 19.7 13,418 101.3

国 内 民 間 38,392 △ 11.3 40,844 6.4

海　     　外 15,818 △ 3.2 7,923 △ 49.9

（ 計 ） 60,878 △ 6.6 62,187 2.2

国内官公庁 71,719 28.4 91,159 27.1

国 内 民 間 52,918 △ 4.5 59,409 12.3

海　     　外 89,527 75.1 52,827 △ 41.0

（ 計 ） 214,166 31.9 203,397 △ 5.0

1,301 25.6 869 △ 33.2

215,467 31.8 204,266 △ 5.2

※端数処理により、各項目の数値と合計欄は必ずしも一致していません。

開発事業等

合　    　　計

通期実績 前期比増減率

建
　
　
設
　
　
事
　
　
業

土
　
　
木

建
　
　
築

工
　
事
　
計

国  内  建  築

海            外

２０１５年３月期 ２０１６年３月期

通期実績 前期比増減率

工事損益 （全体） 
＊

国  内  土  木

通期実績 前期比増減率

２０１５年３月期 ２０１６年３月期

売上損益合計

工事損益 （全体） 
＊

開 発 事 業 等

通期実績

不動産事業等

前期比増減率

２０１５年３月期 ２０１６年３月期

通期実績 前期比増減率

（ 単位 ： ％、ポイント ）

通期見通し 前期比増減率

前期比増減率

（ 単位 ： ％、ポイント ）

２０１７年３月期

前期比増減率

２０１７年３月期

通期見通し

通期実績
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４．受注高  　（ 単体 ）

国 内 官 公 庁 80,285 8.4 83,084 3.5 － －

国 内 民 間 24,981 63.2 31,408 25.7 － －

海 外 76,502 443.3 10,409 △ 86.4 － －

（ 計 ） 181,769 75.7 124,902 △ 31.3 － －

国 内 官 公 庁 6,026 38.1 11,340 88.2 － －

国 内 民 間 45,034 △ 10.9 41,132 △ 8.7 － －

海 外 2,562 △ 84.9 1,585 △ 38.1 － －

（ 計 ） 53,623 △ 25.4 54,058 0.8 － －

国 内 官 公 庁 86,311 10.0 94,425 9.4 － －

国 内 民 間 70,016 6.3 72,540 3.6 － －

海 外 79,064 154.9 11,995 △ 84.8 － －

（ 計 ） 235,392 34.3 178,961 △ 24.0 － －

2,344 45.1 1,920 △ 18.1 － －

237,736 34.4 180,881 △ 23.9 － －

※端数処理により、各項目の数値と合計欄は必ずしも一致していません。

（ 参考 ） 国内建築受注高の工種別比率
（ 単位 ： ％、ポイント ）

40％ △ 4 55％ 15

6％ △ 3 1％ △ 5

15％ 9 4％ △ 11

11％ △ 5 20％ 9

17％ △ 3 7％ △ 10

2％ 1 1％ △ 1

5％ 5 1％ △ 4

0％ △ 1 0％ 0

0％ △ 1 1％ 1

4％ 2 10％ 6

（ 単位 ： 百万円、％ ）

２０１７年３月期

通期見通し 前期比増減率

医 療 ・ 福 祉 施 設

教育・研究・文化施設

通期実績 前期比増減率

通期実績 前期比増減率

そ の 他

娯 楽 施 設

工 場 ・ 発 電 所

倉 庫 ・ 流 通 施 設

事 務 所 ・ 庁 舎

宿 泊 施 設

店 舗

住 宅

２
０
１
６
年
 
３
月
期
決
算
 
 

参
考
資
料

土
　
　
木

建
　
　
築

工
　
事
　
計

開発事業等

合　 　　　計

２０１６年３月期２０１５年３月期

２０１６年３月期

通期実績 前期比増減率

２０１５年３月期

前期比増減率通期実績

－5－



５．売上高  　（ 単体 ）

国 内 官 公 庁 65,537 △ 7.7 70,396 7.4

国 内 民 間 22,591 6.2 27,369 21.1 － －

海 外 37,574 △ 2.4 39,214 4.4 － －

（ 計 ） 125,703 △ 3.9 136,980 9.0 － －

国 内 官 公 庁 4,928 △ 3.3 4,589 △ 6.9

国 内 民 間 49,916 17.4 38,679 △ 22.5 － －

海 外 3,084 415.1 9,480 207.3 － －

（ 計 ） 57,929 20.1 52,749 △ 8.9 － －

国 内 官 公 庁 70,465 △ 7.4 74,985 6.4

国 内 民 間 72,507 13.7 66,049 △ 8.9 － －

海 外 40,659 4.0 48,694 19.8 － －

（ 計 ） 183,632 2.6 189,730 3.3 － －

2,078 25.0 2,352 13.2 － －

1,074 △ 25.9 1,174 9.4 － －

186,785 2.6 193,257 3.5 － －

※端数処理により、各項目の数値と合計欄は必ずしも一致していません。

６．有利子負債残高  　（ 連結・単体 ）

（ 単位 ： 百万円 ）

29,281 △ 3,006 29,905 624

25,050 △ 2,342 25,040 △ 10

※注： 有利子負債 ＝ 長・短借入金＋ＣＰ＋社債

７．純資産、自己資本比率  　（ 連結・単体 ）

（ 単位 ： 百万円、％ ）

通期実績 通期実績

69,004 36.1％ 71,143 36.0％

61,361 34.9％ 65,229 35.8％

前期比増減額

純資産 自己資本比率

（ 単位 ： 百万円、％ ）

通期見通し 前期比増減率

－

－

純資産 自己資本比率

通期実績

連　　　　結

２０１５年３月期 ２０１６年３月期

２０１７年３月期２０１６年３月期

２０１７年３月期２０１６年３月期

合　 　　　計

前期比増減額 通期見通し

２０１５年３月期

単　　　　体

建
　
　
築

工
　
事
　
計

２
０
１
６
年
 
３
月
期
決
算
 
 

参
考
資
料

土
　
　
木

開発事業等

不 動 産 等

連　　　　結

単　　　　体

通期実績 前期比増減額

通期実績 前期比増減率

２０１５年３月期

通期実績 前期比増減率
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８．設備投資額  　（ 連結・単体 ）

2,191 793 3,743 1,551 － －

1,453 306 1,644 191 － －

※注： 当社では、発生ベースでの有形固定資産購入額を設備投資額と定義しております

※注： 主な投資は、作業用船舶および機械装置です

９．研究開発費  　（ 連結・単体 ）

777 △ 168 872 94 － －

770 △ 172 856 85 － －

※注： 一般管理費及び当期製造費用に含まれているものです

１０．減価償却実施額  　（ 連結・単体 ）

1,985 234 2,033 47 － －

1,556 207 1,530 △ 26 － －

※注： 減価償却実施額は、無形固定資産の償却費を含めております

１１．従業員数  　（ 連結・単体 ）

1,761 △ 53 1,770 9 － －

1,438 △ 34 1,457 19 － －

※注： 従業員数は就業人員です

連結は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含んでいます

単体は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでいます

通期実績 前期比増減

２０１５年３月期

２０１５年３月期

２０１６年３月期

（ 単位 ： 人 ）

通期見通し 前期比増減

２０１７年３月期

（ 単位 ： 百万円 ）

通期見通し 前期比増減

２０１７年３月期

（ 単位 ： 百万円 ）

通期見通し 前期比増減

２０１７年３月期

（ 単位 ： 百万円 ）

通期見通し 前期比増減

２０１７年３月期

通期実績 前期比増減

前期比増減通期実績

２０１６年３月期

２０１６年３月期

前期比増減

前期比増減

通期実績 前期比増減

単　　　　体

連　　　　結

単　　　　体

２０１５年３月期

通期実績

２０１５年３月期

前期比増減

連　　　　結

単　　　　体

通期実績 前期比増減

連　　　　結

連　　　　結

単　　　　体

２０１６年３月期

通期実績通期実績
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１２．キャッシュ・フロー  　（ 連結ベース ）

△ 7,298 △ 15,419 19,850

        （平成２７年 ３月期） △ 751 △ 1,388 △ 2,467

△ 663 △ 3,563 65

43,014 22,909 39,896

１３．株式に関する事項
（ ２０１６年 ３月３１日現在 ）

　　　　発行済株式の総数 224,946,290 株

　　　　自  己   株  式  数（単体） 15,923,168 株

　　　　株    主    総    数 8,726 人

（ ２０１６年 ３月３１日現在 ）

株　　主　　名 持株比率

5.00 %

　　　太平洋セメント株式会社 4.80 %

　　　明治安田生命保険相互会社 3.40 %

3.30 %

　　　ＪＦＥスチール株式会社 3.20 %

　　　株式会社みずほ銀行 2.50 %

　　　ｼｰﾋﾞｰｴﾇﾜｲ･ﾃﾞｲｴﾌｴｲ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
　　　ｷｬｯﾌﾟ･ﾊﾞﾘｭｰ･ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ

　　　自社持株会 2.30 %

　　　みずほ信託銀行株式会社 2.30 %

　　　日本トラスティ･サービス信託銀行
　　　株式会社（信託口）

%

%

２０１４年３月期 ２０１５年３月期 ２０１６年３月期

通期実績通期実績通期実績

投 資 活 動 に よ る Ｃ Ｆ

財 務 活 動 に よ る Ｃ Ｆ

現金及び現金同等物の期末残高

営 業 活 動 に よ る Ｃ Ｆ

3.20

2.40

　　　東亜建設工業鶴株会

　　　日本マスタートラスト信託銀行
　　　株式会社（信託口）
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